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１８
歳
以
下
の
扶
養
親
族
に
つ
い
て

市
・
県
民
税
の
扶
養
控
除
が
変
わ
り
ま
す

滞納処分
３５件

差押予告通知書の
発送数　１０７件

■扶養控除額

区　　分

滞納処分の内訳

所　得　税

預金 給料等 不動産 動産・自動車

２９ ４ １ １

変 更 前 変 更 後

３８万円

６３万円

控除なし

３８万円

市民税・県民税

変 更 前 変 更 後

３３万円

４５万円

変 更 な し

控除なし

３３万円

０歳～１５歳

１６歳～１８歳

１９歳以上　

　
税
制
改
正
に
よ
り
、
所
得
税
の

扶
養
控
除
が
見
直
さ
れ
た
こ
と
に

伴
い
、
平
成
２４
年
度
（
平
成
２３
年

所
得
分
）
か
ら
、
１８
歳
以
下
の
扶

養
親
族
に
つ
い
て
の
扶
養
控
除
が
、

次
の
と
お
り
廃
止
ま
た
は
縮
減
さ

れ
ま
す
。

①
年
少
扶
養
親
族
（
０
〜
１５
歳
）

　
の
扶
養
控
除
が
、
廃
止
さ
れ
ま
す
。

②
特
定
扶
養
親
族
（
１６
〜
２２
歳
）

　
の
う
ち
、
１６
歳
か
ら
１８
歳
ま
で

　
の
扶
養
親
族
の
控
除
額
が
、
３３

　
万
円
に
縮
減
さ
れ
ま
す
。

　
な
お
、
扶
養
親
族
等
の
人
数
に

応
じ
て
設
定
さ
れ
て
い
る
市
民
税

・
県
民
税
の
非
課
税
所
得
限
度
額

は
、
変
更
あ
り
ま
せ
ん
。
給
与
所

得
者
の
み
な
さ
ま
は
、
年
末
調
整

時
に
勤
務
先
に
提
出
す
る
扶
養
親

族
等
申
告
書
に
、
１６
歳
未
満
の
扶

養
親
族
に
つ
い
て
の
記
載
を
お
願

い
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ

　
総
務
部
税
務
課
（
社
庁
舎
）

　
　
４
３
・
０
３
９
６

　
市
で
は
、
１０
月
を
滞
納
処
分
強
化
月
間

と
位
置
づ
け
、
滞
納
市
税
の
徴
収
強
化
に

取
り
組
み
ま
し
た
。

　
納
税
は
、
自
主
納
付
が
基
本
で
す
が
、

納
税
交
渉
の
不
成
立
や
、
交
渉
を
拒
否
さ

れ
る
方
に
つ
い
て
は
、
差
し
押
さ
え
な
ど

の
滞
納
処
分
を
執
行
し
ま
し
た
。
１０
月
に

執
行
し
た
滞
納
処
分
は
、
表
の
と
お
り
で

す
。

　
ま
た
、
過
年
度
分
の
市
税
だ
け
で
な
く
、

今
年
度
分
の
市
税
の
未
納
者
に
つ
い
て
も
、

例
年
以
上
に
厳
し
い
納
付
催
告
を
実
施
し

て
い
ま
す
。

　
今
後
は
、
差
し
押
さ
え
て
い
る
居
宅
な

ど
、
不
動
産
の
公
売
を
実
施
す
る
と
と
も

に
、
自
動
車
な
ど
の
動
産
も
公
売
に
よ
り

換
価
し
て
い
き
ま
す
。

　
市
税
負
担
の
公
平
性
を
保
つ
た
め
に
、

こ
れ
か
ら
も
滞
納
処
分
を
強
力
に
押
し
進

め
て
い
き
ま
す
が
、
こ
れ
は
あ
く
ま
で
最

終
手
段
で
す
。
納
期
限
内
の
納
付
が
困
難

な
方
に
は
、
分
割
納
付
な
ど
、
事
情
に
応

じ
た
納
税
相
談
を
受
け
付
け
て
い
ま
す
の

で
、
必
ず
税
務
課
に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

　平成２４年の市の申告相談については、
２月１６日（木）から３月１５日（木）まで、社福
祉センターで行うほか、滝野図書館と
東条庁舎でも、それぞれ３日間実施し
ます。（日程については、広報かとう２
月号でお知らせします）

　固定資産税は、毎年１月１日現在に
所有されている不動産に課税されます。
　平成２３年中に家屋を取り壊された場
合は、平成２４年度以降の課税対象外と
しますので、恐れ入りますが、念のた
め税務課までご連絡をお願いします。

連絡・問い合わせ　
　総務部税務課（社庁舎）　 ４３－０３９５

平成24年申告相談

滅失家屋の届出について

納
税
相
談
・
問
い
合
わ
せ

　
総
務
部
税
務
課
（
社
庁
舎
）

　
　
４
３
・
０
３
９
８

滞
納
処
分
を
執
行
し
ま
し
た

期
限
内
の
納
税
を
お
願
い
し
ま
す

（平成２３年１０月）


